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２０２４年６月：コーポレート・トランスフォーメーションより抜粋

4

過年度のCX研究会報告書において、コアファンクションは“ファイナンス機能”・“HR機
能”・“DX機能”と整理。特に、ファイナンスは、“カネの使い途を正しく定める”機能と定義

本調査報告書では、“カネの使い途を正しく定
める”方法論について整理している

• リファレンスモデル

• 先進企業の取組事例

図表1-1

出典：グローバル競争力強化に向けたCX研究会報告書
https://www.meti.go.jp/shingikai/economy/global_cx/pdf/20240603_1.pdf
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参考）全体の構造と本年のスコープ

5

経営機能の一端を担うファイナンス機能を本書のスコープとしている

2024年6月経産省）グローバル競争力強化に向けたCX研究会報告書より抜粋・編集、インタビュー、PwCの各種案件実績・知見を基に整理

グローバル企業の
プラクティスのポイント

1. 全社戦略としてのリソースアロケーション
• マクロ環境情報・市場情報・社内情報の収
集・分析によるインサイトの提供

• インサイト活用したトップダウンでの事業
ポートフォリオの策定（全社戦略）

• 事業別目標に基づき、リリースを配分
• 予算策定・KPIツリーの設計

2. シェアドサービス機能による業績情報収
集の集約・標準化
• テクノロジー・シェアドサービスの活用

• ～～
• ～～
• ～～

• ～～
• ～～
• ～～

経営機能（本書では企業価値向上に資する全社戦略の策定・実行のフォーカス）
インテリジェンス（情報収集・分析）～全社戦略策定～予算化～実行計画・KPI設定～実行・モニタリング

各機能の主目的

ファイナンス機能

• 統制からビジネスパートナーとしての価
値創造へ

• 過去の実績報告から未来予測に基づく
経営意思決定への貢献へ

HR機能

• ポストの責任と権限、評価基準の明確
な言語化

• リーダー層含め人材プールを整備

DX機能

• グループ組織全体のビジネスプロセス
の革新をリード

• デジタルによる価値創造を実現する役
割を発揮

各領域における
基盤となる仕組み

1. 過去・現在の業績データを記録・分析す
る基盤

2. マクロ・競合動向を踏まえリソースアロ
ケーションを提案する基盤

3. 資本・キャッシュを調達、関連リスクを管
理する基盤

• ～～
• ～～
• ～～

• ～～
• ～～
• ～～
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ファイナンス領域におけるリファレンスモデル
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リファレンスモデル（概要版）

9

Lv1 Lv2 Lv3 Lv4 Lv5 Notes

中長期トレンドの分析
（マクロ環境情報）

経営判断のための中長期ト
レンドやマクロ情報を収集・
分析していない

必要に応じて、限定された範
囲の情報を個別に収集・分
析している

担当部門は定義されている
が、その担当範囲や実施頻
度・対象情報は定義されてい
ない

担当部門、実施頻度や対象
情報は定義されている
経営・ファイナンスへの活用
時
※
に不足する場合がある

Lv4に加え、十分に経営・ファ
イナンスへの活用

※
ができる

レベルでの情報収集・分析が
できている

ファイナンス部門が必要な情報を収集すべく、関
連部門と協業等により、取組む領域

※経営・ファイナンスへの活用＝事業ポートフォ
リオの入替やシナリオ分析、リスク分析、業績予
測等のインプットに必要な情報

市場情報の分析
（競合・顧客）

各部門・担当者にて、個別に
断片的な情報収集を行って
いる

一部の事業部のみ情報収
取・分析の実施頻度や対象
情報が定義されている
コーポレートへの連携方法が
確立されていない

事業部では情報収集・分析
の実施頻度が定義されてい
る
コーポレートへの連携方法が
確立されていない

事業部・コーポレート側ともに
担当部門が明確に定義され
ている。一部経営・ファイナ
ンスへの活用

※
ができるレベ

ルでの情報収集・分析ができ
ている

Lv4に加え、十分に経営・ファ
イナンスへの活用

※
ができる

レベルの情報収集・分析がで
きている

ファイナンス部門が必要な情報を収集すべく、関
連部門と協業等により、取組む領域

※経営・ファイナンスへの活用＝事業ポートフォ
リオの入替やシナリオ分析、リスク分析、業績予
測等のインプットに必要な情報

内部情報の分析
(含む 業績予測）

本社・事業部から経営層に報
告されている
報告書ベースでのやり取り
予算消化・達成率等で業績を
モニタリングしている

本社・事業部から経営層に報
告されている
報告書ベースでのやり取り
経験則に基づき業績予測を
している

事業部とFP&Aからそれぞれ
経営層にWレポートラインに
て報告される
報告書ベースでのやり取り
先行指標を用いた一部の業
績予測をしている

事業部とFP&Aからそれぞれ
経営層にWレポートラインに
て報告される
BIツール等でのやり取り
先行指標・テクノロジーを活
用し、一部の業績予測をして
いる

Lv4に加え、コーポレート側か
らも明細データまでカスケー
ディングすることが可能（子
会社・現法含む）
先行指標・テクノロジーを活
用して経営判断に必要な業
績予測をしている

全社戦略・予算策定 全社戦略
※
は策定していない。

アドホックに策定される事業
戦略のみ。
事業部内での予算調整を
行ったものをコーポレート側
に報告

全社戦略
※
は策定していない。

定期的に策定される事業戦
略（短期目線のみ）を束ねた
もののみ。予算は、事業部か
らの申請をベースにコーポ
レートにて調整

全社戦略
※
は策定していない。

定期的に策定される事業戦
略（中長期トレンドも考慮）を
束ねたもののみ。予算は、事
業部からの申請をベースに
コーポレートにて調整

コーポレート主導で中長期ト
レンドを踏まえた全社戦略

※
・

事業単位を策定。
予算配分は過年度比較程度
の配分をしている

コーポレート主導で中長期ト
レンドを踏まえた全社戦略

※
・

事業単位を策定。
全社戦略

※
に合わせたメリハ

リのある予算配分している

経営陣と共に、経営企画・事業企画部門やリスク
管理部門等とファイナンス部門が協業する領域
※全社戦略＝事業別のポートフォリオの方針な
どをコーポレート主導で策定したもの

実行計画策定
（含むKPI設計）

戦略・実行計画・KPIが連動
※

していない
戦略・実行計画・KPIが連動

※

していない部分が多い
戦略・実行計画が連動

※
して

いる
財務指標については、実行
計画とKPIが連動

※
している

戦略・実行計画・KPIが連動
※

している
一部のKPIは業績予測に活
用できる

戦略・実行計画・KPIが連動
※

している
業績予測ができるようにKPI
が設計されている

ファイナンス部門がビジネスパートナーとして事
業部門と連携して活動する場合もある

※連動:論理的に整合している状態

事業活動（省略） ファイナンス部門の関与が少ないため省略

計数集計・管理 各事業単位で集計。分析に
必要な情報は都度有識者が
加工している

一部（単体のみ等）のプロセ
ス・データは標準化・一元化
されている

大部分（連結対象のみ等）の
プロセス・データは標準化・一
元化されている

シェアドサービス化されてい
るが、シェアド拠点間で標準
化・一元化の余地あり

全社的に（シェアド拠点間も）
プロセス・データが標準化・一
元化されている

ファイナンスに関するシェアドセンターに限定

1

2

3

4

5

6

7
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リファレンスモデル（詳細版：1/4）
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Lv1 Lv2 Lv3 Lv4 Lv5 Notes

中長期トレンドの分析
（マクロ環境情報）

経営判断のための中長期ト
レンドやマクロ情報を収集・
分析していない

必要に応じて、限定された範
囲の情報を個別に収集・分
析している

担当部門は定義されている
が、その担当範囲や実施頻
度・対象情報は定義されてい
ない

担当部門、実施頻度や対象
情報は定義されている
経営・ファイナンスへの活用
時
※
に不足する場合がある

Lv4に加え、十分に経営・ファ
イナンスへの活用

※
ができる

レベルでの情報収集・分析が
できている

ファイナンス部門が必要な情報を収
集すべく、関連部門と協業等により、
取組む領域

※経営・ファイナンスへの活用＝事
業ポートフォリオの入替やシナリオ
分析、リスク分析、業績予測等のイ
ンプットに必要な情報詳

細

担当部門 経営判断のための情報収集・
分析をしていない

情報収集・分析する部門がな
く、都度個別に実施

情報収集・分析する部門は定
義されているが、担当範囲は
定義されていない

情報収集・分析する部門、そ
の担当範囲が定義されている

情報収集・分析する部門、そ
の担当範囲が定義されている

仕組み 経営判断のための情報収集・
分析をしていない

必要に応じて、限定された範
囲の情報を収集・分析してい
る

実施頻度や対象情報が定義
されていない

実施頻度や対象情報が定義
されている。
ファイナンスへの活用時

※
に不

足する場合がある

実施頻度や対象情報が定義
されている。
十分にファイナンスへの活用

※

ができるレベルでの情報収
集・分析をできている

市場情報の分析
（競合・顧客）

各部門・担当者にて、個別に
断片的な情報収集を行って
いる

一部の事業部のみ情報収
取・分析の実施頻度や対象
情報が定義されている
コーポレートへの連携方法が
確立されていない

事業部では情報収集・分析
の実施頻度が定義されてい
る
コーポレートへの連携方法が
確立されていない

事業部・コーポレート側ともに
担当部門が明確に定義され
ている。一部経営・ファイナ
ンスへの活用

※
ができるレベ

ルでの情報収集・分析ができ
ている

Lv4に加え、十分に経営・ファ
イナンスへの活用

※
ができる

レベルの情報収集・分析がで
きている

ファイナンス部門が必要な情報を収
集すべく、関連部門と協業等により、
取組む領域

※経営・ファイナンスへの活用＝事
業ポートフォリオの入替やシナリオ
分析、リスク分析、業績予測等のイ
ンプットに必要な情報

詳
細

担当部門 事業部にて担当 一部の事業部にて担当
コーポレート側の担当部門が
不明瞭
コーポレートへの連携方法が
確立されていない

事業部にて担当
コーポレート側の担当部門が
不明瞭
コーポレートへの連携方法が
確立されていない

事業部・コーポレート側ともに
担当部門が明確に定義されて
おり、コーポレートへ連携でき
ている

事業部・コーポレート側ともに
担当部門が明確に定義されて
おり、コーポレートへ連携でき
ている

仕組み 不定期で個別に断片的な情
報収集・分析をしている

一部の事業部のみ、実施頻度
や対象情報が定義されている

事業部側は実施頻度や対象
情報が定義されている

事業部・コーポレート側ともに
実施頻度や対象情報が定義
されている
一部、ファイナンスへの活用

※

ができるレベルでの情報収
集・分析ができている（今後の
受注見込案件の影響分析等）

事業部・コーポレート側ともに
実施頻度や対象情報が定義
されている
十分にファイナンスへの活用

※

ができる情報収集・分析がで
きている

1

2
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リファレンスモデル（詳細版：2/4）
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Lv1 Lv2 Lv3 Lv4 Lv5 Notes

内部情報の分析
(含む 業績予測）

本社・事業部から経営層に報
告されている
報告書ベースでのやり取り
予算消化・達成率等で業績を
モニタリングしている

本社・事業部から経営層に報
告されている
報告書ベースでのやり取り
経験則に基づき業績予測を
している

事業部とFP&Aからそれぞれ
経営層にWレポートラインに
て報告される
報告書ベースでのやり取り
先行指標を用いた一部の業
績予測をしている

事業部とFP&Aからそれぞれ
経営層にWレポートラインに
て報告される
BIツール等でのやり取り
先行指標・テクノロジーを活
用し、一部の業績予測をして
いる

Lv4に加え、コーポレート側か
らも明細データまでカスケー
ディングすることが可能（子
会社・現法含む）
先行指標・テクノロジーを活
用して経営判断に必要な業
績予測をしている

（
詳
細
）

担当部門 役割に合わせて、本社・事業
部に明確な担当部署が定義さ
れている

役割に合わせて、本社・事業
部に明確な担当部署が定義さ
れている

コーポレートFP&A＋事業部
FP&A組織として定義されてい
る

コーポレートFP&A＋事業部
FP&A組織として定義されてい
る

コーポレートFP&A＋事業部
FP&A組織として定義されてい
る

仕組み 本社 or/and 事業部から経営
層へ報告される。
報告書ベースでのやり取りが
中心

本社 or/and 事業部から経営
層へ報告される。
報告書ベースでのやり取りが
中心

事業部とFP&Aからそれぞれ
経営層にWレポートラインにて
報告される。
報告書ベースでのやり取りが
中心

事業部とFP&Aからそれぞれ
経営層にWレポートラインにて
報告される。
BIツール等（含むダッシュボー
ド）でのやり取りが中心（ただし
明細データまでカスケーディン
グができない）

事業部とFP&Aからそれぞれ
経営層にWレポートラインにて
報告される。
BIツール等（含むダッシュボー
ド）でのやり取りに加え、コー
ポレート側からも明細データま
でカスケーディングすることが
可能（子会社・現法含む）

業績予測 予算消化率・達成率の把握程
度

過去からの経験則に基づき業
績を予測している

先行指標を用いて一部の業績
予測（受注・売上のみ等）をし
ている（最新のテクノロジーは
活用していない）

先行指標・テクノロジーを活用
し、一部の業績予測（受注・売
上・利益等）をしている

先行指標・テクノロジーを活用
し、経営判断に必要な業績予
測をしている

3
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リファレンスモデル（詳細版：3/4）

12

4

Lv1 Lv2 Lv3 Lv4 Lv5 Notes

全社戦略・予算策定 全社戦略
※
は策定していない。

アドホックに策定される事業
戦略のみ。
事業部内での予算調整を
行ったものをコーポレート側
に報告

全社戦略
※
は策定していない。

定期的に策定される事業戦
略（短期目線のみ）を束ねた
もののみ。予算は、事業部か
らの申請をベースにコーポ
レートにて調整

全社戦略
※
は策定していない。

定期的に策定される事業戦
略（中長期トレンドも考慮）を
束ねたもののみ。予算は、事
業部からの申請をベースに
コーポレートにて調整

コーポレート主導で中長期ト
レンドを踏まえた全社戦略

※
・

事業単位を策定。
予算配分は過年度比較程度
の配分をしている

コーポレート主導で中長期ト
レンドを踏まえた全社戦略

※
・

事業単位を策定。
全社戦略

※
に合わせたメリハ

リのある予算配分している

経営陣と共に、経営企画・事業企画
部門やリスク管理部門等とファイナ
ンス部門が協業する領域

※全社戦略＝事業別のポートフォリ
オの方針などをコーポレート主導で
策定したもの

詳
細

全社戦略の策定 全社戦略
※
は策定していない。

アドホック的に策定される事業
戦略のみ。

全社戦略
※
は策定していない。

定期的に策定される事業戦略
（短期目線のみ）を束ねたもの
のみ。
事業戦略は短期視点（短期の
競争環境）のみで策定してい
る

全社戦略
※
は策定していない。

定期的に策定される事業戦略
（中長期トレンド：5年以上先 も
考慮）を束ねたもののみ。
事業戦略は中長期トレンドも
踏まえて策定している

コーポレート側からのトップダ
ウンと、事業部側からのボトム
アップをすり合わせた全社戦
略
※
を策定。

全社戦略は中長期トレンドも
踏まえて策定している

コーポレート側からのトップダ
ウンと、事業部側からのボトム
アップをすり合わせた全社戦
略
※
を策定。

全社戦略は中長期トレンドも
踏まえて策定している

予算配分 事業部からの申請をベースに、
コーポレートにて総額を調整

事業部からの申請をベースに、
コーポレートにて総額を調整

事業部からの申請をベースに、
コーポレートにて総額を調整

全社戦略
※
に基づき予算を傾

斜配分しているが、過年度予
算に準じて配分する傾向が強
い

全社戦略
※
に基づきメリハリの

ある予算配分をしている

実行計画策定
（含むKPI設計）

戦略・実行計画・KPIが連動
※

していない
戦略・実行計画・KPIが連動

※

していない部分が多い
戦略・実行計画が連動

※
して

いる
財務指標については、実行
計画とKPIが連動

※
している

戦略・実行計画・KPIが連動
※

している
一部のKPIは業績予測に活
用できる

戦略・実行計画・KPIが連動
※

している
業績予測ができるようにKPI
が設計されている

ファイナンス部門がビジネスパート
ナーとして事業部門と連携して活動
する場合もある

※連動:論理的に整合している状態

詳
細

実行計画 戦略と実行計画が連動
※
して

いない
戦略と実行計画が連動

※
して

いない部分が多い
戦略と実行計画が連動

※
して

いる
戦略と実行計画が連動

※
して

いる
戦略と実行計画が連動

※
して

いる

KPI 実行計画とKPIが連動
※
してい

ない
実行計画とにKPIが連動

※
して

いない部分が多い
財務指標については、実行計
画とKPIが連動

※
している（非

財務指標は連動
※
していない）

財務・非財務指標ともに、実行
計画とKPIが連動

※
している

一部のKPIは業績予測に活用
できる

財務・非財務指標ともに、実行
計画とKPIが連動

※
している

業績予測ができるようにKPIが
設計されている

5



PwC
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Lv1 Lv2 Lv3 Lv4 Lv5 Notes

事業活動（省略） ファイナンス機能ではないため省略

計数集計・管理 各事業単位で集計。分析に
必要な情報は都度有識者が
加工している

一部（単体のみ等）のプロセ
ス・データは標準化・一元化
されている

大部分（連結対象のみ等）の
プロセス・データは標準化・一
元化されている

シェアドサービス化されてい
るが、シェアド拠点間で標準
化・一元化の余地あり

全社的に（シェアド拠点間も）
プロセス・データが標準化・一
元化されている

ファイナンスに関するシェアドセン
ターに限定

詳
細

プロセスの標準化 各事業部に依存 一部のプロセスは標準化され
ている

大部分のプロセスは規定やIT
制約により標準化されている

個々のシェアドサービスセン
ター内では標準化されている

全社的（シェアドサービスセン
ター間も）標準化されている

データの一元化 各事業部に依存 一部のデータは一元管理され
ている

大部分のデータは一元管理さ
れている

個々のシェアドサービスセン
ター内では一元化されている

全社的（シェアドサービスセン
ター間も）一元化されている

6

7
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個別企業の取組事例
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• 国内企業の取組例（オムロン社）

• 国内企業の取組例（富士通社）
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個別企業の取組事例
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• 国内企業の取組例（オムロン社）

• 国内企業の取組例（富士通社）
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富士通社のファイナンス部門
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富士通社は、2020年頃よりFP&Aの導入に向けて、大きな変革を推進。その変革におい
て、組織体制の変更と共に、より高度な役割を果たすためにビジョン・提供価値を再定義

富士通社へのインタビュー・提供資料よりPwCにて作成

富士通社の経営管理体制(2024年時点）

本社FP&Aと事業FP&A組織をCFO配下に位置付け、CFOへの直接
のレポートラインを持つことにより、事業経営環境の透明性を担保
• コーポレートファイナンス・経理部（本社FP&A）として本社経理部

にGroup FP&Aを組織化
• 各事業部門にビジネスFP&A統括部（事業FP&A）を組織化

富士通社のファイナンス部門のビジョン・提供価値

ファイナンス部門の
ビジョン：
経営のValue

Creatorとして、企業
価値の持続的向上
を支えるプロフェッ
ショナル・チームとし
て定義

ファイナンス部門の
提供価値：
専門性を持ち、事業
に関する戦略的アド
バイザーとなること
で企業価値に貢献
する価値を提供する
と定義

図表3-5 出典：富士通社提供資料

図表3-6 出典：富士通社提供資料

図表3-7 出典：富士通社提供資料



PwC

富士通社におけるFP&A導入プロセス（サマリー）
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2020年頃～現在までの期間でファイナンス部門の高度化に向けた変革を推進

富士通社へのインタビュー・提供資料よりPwCにて作成

• 変化が早く勝ち筋が見通せない時代

• 全社がサービス事業へ移行期

• ファイナンス部門における “オペレーション効
率”・“変革に対する他人事意識の蔓延”・“デジ
タルツールへのネガティブな反応”が課題

専任チームを立ち上げ、実践を牽引

• 専任チームが財務経理部門とデータエンジニア
を繋ぐハブの位置づけで現場要件を翻訳

• 専任チームは、経理業務知識×エンジニアリン
グ技術×アナリティクス専門性のスキルセットを
保有

関係会社（450社）を含む全社からのアンケート結
果を基に課題を抽出し、変革施策を立案

• 施策①：グローバル標準インフラの構築
（One ERP）

• 施策②：変革マインドの醸成（カルチャー変革）：
DXを活用した主体的な参加の促し

• 施策③：DX人材育成・FP&A機能強化とデータ
利活用

FP&A導入に向けた取り組みテーマ

FP&Aのミッション・ビジョン・期待効果を設定
した上で、FP&Aの成果に繋がる“サービスメ
ニュー・プロセス”と“FP&Aの組織体制・人材
育成”を計画。
合わせて、変革の推進モニタリングの仕組み
を構築

• テーマ①：FP&Aサービスメニュー確立

• テーマ②：オペレーション業務構築

• テーマ③：育成プログラムの運用・実行

• テーマ④：変革推進とモニタリング 「データドリブン経営の実践」、「ビジネスパートナー
機能強化」、「お客様の痛みを聞くことでビジネス機
会の獲得」を継続中

• 事業部門に対する納得感のあるゴールの提供
不確実な中で各組織が自律的に動ける状態（本
社はゴールを示す役割）

• 将来にむけた意思決定に繋がる示唆の提供
過去・決算の数字ではなく、将来予測を基に意
思決定ができる状態

• 共通データを基にした社内でのコミュニケーショ
ンの促進
社内のデータの徹底的活用、データとファイナン
スの融合

• 作業からの解放・事業への集中
事業に向き合う時間の創出
（計数管理オペレーションの省力化）

FP&Aの導入が進むことで業務の高度化だけでは
なく、経営層からも良い評価

• FP&Aの機能：基礎的な機能が一通り揃った

• 業務効果：集計作業の不要化、データ提出待ち
時間の短縮化、資料作成の自動化・省人化によ
る高度なチャレンジへのリソース捻出

• 経営層からの評価：売上・損益リスクの可視化効
果は大きい、富士通がグローバル企業としての
模範・事例になるように継続的な取組を期待

背景・課題

ファイナンス部門の目指す姿（≒FP&A）

変革への施策 進め方（体制面での工夫）

変革の効果

現在の取組・今後の展望
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富士通社におけるFP&A導入プロセス（要諦①）
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実際に変革を進められた経験からの示唆できる要諦①は、“Whyが最も大事”という点

富士通社へのインタビュー・提供資料よりPwCにて作成

変革を成功に導いた要諦①

富士通社のFP&A導入においては、従来各事業部や工場に配置されていた計数管
理部門や本社の経理財務部門を統合・進化させ、FP&A組織へと変革する必要が
あり、
表面的な施策だけではなく根底にある目的意識からの変革を実行している

• 表層的な取組（What）だけでなく、”なぜ必要なのか（Why）“を中心に位置づ
け、”どうやるのか？（How）“、何をやるのか（What）”に展開した

• データドリブン・FP&Aそれぞれに対しても、Why‐How‐Whatを定義し、徹底
的・頻繁に社内広報活動にて啓蒙を進めている

• こうした取組により、組織の壁も低くなり皆が協力できる環境が整ってきた（組
織の壁が低くなることで、未来に繋がる迅速な意思決定＋実行ができる環境に
なった）

• また、データドリブンの進展により、データのインプットは必須となるが、現時点
では経営に必要なこととして、現場には理解されている。その結果の一つとして、
将来の売上予測の精度が大幅に向上している。

データド
リブンの
Why‐
How‐
What

FP&A

の
Why‐
How‐
What

図表3-8 出典：富士通社提供資料

図表3-9 出典：富士通社提供資料
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富士通社におけるFP&A導入プロセス（要諦②）
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実際に変革を進められた経験からの示唆できる要諦②は、“変革は方法論だけでは乗り
切れない”、変革を各人が“自分事”することが必要

富士通社へのインタビュー・提供資料よりPwCにて作成

変革を成功に導いた要諦②

多くのファイナンス関係者・事業部門の方々を巻き込むために、一人
一人が変革意識を持つことが必須な状況であった。
その変革経験から5つのTipsを抽出している

• 発信：
経営層や変革のリーダそれぞれが本社と現場の関係性を大事にする／して
いることを態度で示す
例：メルマガ、SNS、グローバルタウンホール（集会）での発信によるオンライ
ン／オフラインコミュニケーション

• 巻き込み：
成功事例を共有・周知することで周囲からの信頼を重ねる、FP&Aだけで閉じ
ずにビジネスラインを巻き込む

• 本気の人事：
各事業部配下の計数管理部門を全てCFO配下に変革

• 2割／8割：
反応する2割のメンバーを抜擢し、推進。勝ち筋が見えれば変革が進む

• 内製化：
社内で変革することで組織が強くなる。コンサル等の外部関与者は、任せる
のではなく、活用するもの

図表3-10 出典：富士通社提供資料
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不確実性の高い時代に合わせて、“判断に対する責任を持つ”方向に向けて、目指す姿を
定義。また、目指す姿を実現するために“どう変わるのか？”を共通言語化している

富士通社へのインタビュー・提供資料よりPwCにて作成

富士通社の目指す姿（コンセプト） ファイナンス部門の目指す姿（≒FP&A）

ファイナンス部門の目指す姿として、「事業のゴールを示し、それに必要な意思決
定を支え、意思決定に必要なコミュニケーション・データを提供する」、そのために
はファイナンス部門の自身が「作業から解放されている」状態を作ることを目指す
姿として定義している

①先を見通しにくい環境下において、結果目標重視で各事業・組織が自律的に
動ける状態を作る

②そのために、経営管理部門は、経営判断の材料を提供するだけではなく、経営
判断に対するトレース・軌道修正責任も担う必要がある

• 事業部門に対する納得感のあるゴールの提供
不確実な中で各組織が自律的に動ける状態（本社はゴー
ルを示す役割）

• 将来にむけた意思決定に繋がる示唆の提供
過去・決算の数字ではなく、将来予測を基に意思決定がで
きる状態

• 共通データを基にした社内でのコミュニケーションの促進
社内のデータの徹底的活用、データとファイナンスの融合

• 作業からの解放・事業への集中
事業に向き合う時間の創出
（計数管理オペレーションの省力化）

図表3-11 出典：富士通社提供資料

図表3-12

出典：富士通社提供資料
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課題認識から、施策～取組テーマへと反映し、“なぜ、何をすべきなのか？”を具体化

富士通社へのインタビュー・提供資料よりPwCにて作成

課題認識と施策 FP&A導入にむけた取組テーマ

関係会社（450社）を含む全社からのアンケート結果を実施。その中から抽出され
た課題を基に、具体的な施策を考案

変革のコンセプトは、“ルール・プロセス”、“データ”・“組織”・“システム/IT”・“人”
の“5位一体”での改革

具体的には、FP&Aのミッション・ビジョン・期待効果を設定した上で、FP&Aの成
果に繋がる“サービスメニュー・プロセス”と“FP&Aの組織体制・人材育成”を計画。
合わせて、変革の推進モニタリングの仕組みを構築

1

2

3

課題

施策

課題

施策

課題

施策

非効率な会計オペレーション
• 数字の集約などの会計オペレーションに大半のエネルギーを投下

グローバル標準のITインフラの導入・構築（One-ERP）
• グローバル標準のプロセス設計による自動化の推進
• グローバルで1つのERPを導入する

世の中の変化に追従するための変革意識の低さ
• 世の中の変化に対応できておらず、自律的な変革意識も低い

カルチャー変革に向けた主体的な参加の促し
• SNSやタウンホール・イベントを活用したパーパス・メッセージの継
続的な発信と、成功体験の共有

テクノロジー（デジタルツール）の活用遅れ

• 現在業務に追われ、新たなツールの活用ができる効率的な業務プ
ロセスへリデザインできていない

DX人材育成・FP&A機能強化とデータ利活用
• DX教育プログラムの活用や外部人材の登用
• FP&A 真の経営パートナーの育成

図表3-13 出典：富士通社提供資料
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富士通社におけるFP&A導入プロセス（進め方と学び）
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進めていくうえでのポイントは、「専任チーム・組織／人の在り方」という根底にある変革要
素へもアプローチしてきたことである

富士通社へのインタビュー・提供資料よりPwCにて作成

進め方

スピード感を意識し、財務経理部門と社内データエンジニアのハブを担う専任チームを
組成し、目指す姿を実現するため具体的な施策を定めて、変革を推進してきた（5位一
体のコンセプトを具体化して推進）

失敗事例からの学び

“やりやすいところ（まずは可視化・自動化から・・・）”から
始めたが故に、表層のみが変わり、根底になる“組織／人
の在り方”が変わらず、難航したこともあった
（変革を進める中で気づき、見直しをかけた）

ルール・プロセス

体制・役割の明確化

財務経理部門にデータドリブン専任部隊を配置

• 専任部隊は、財務経理部門からの要望を聞き、具体的なシステム要件に落
とし、社内データエンジニアへ連携

計数管理プロセスの集約・統合、計画と実績の一貫管理

• 従来、計数管理が事業部門と財務経理部門をまたいで散財していたものを
機能統合することで一連のプロセスを集約・統合

システム・データ

データ統合と利活用

統合データベースを活用し、高精度のAI予測を導入
• 従来、分断されていたデータセットを統合し、高精度なAI予測を活用すること
で、経験と勘に基づく予測からの進化

人・組織

FP&A人材の育成

ファイナンスとデータを使いこなせる人材の育成、事業部門へファイナンスのプ
ロを派遣
• FP&Aの役割・スキル定義を行い教育と採用を推進。合わせて、事業部門へ
ファイナンスのプロを派遣することで事業部門のビジネスパートナーを育成

“表面的な施策”の具体的な事例

情報の可視化
• 既存資料をデジタル化しただけのダッシュボードは使

われない。見慣れないものになってしまった

要望起点で情報を追加
• 経営から要求される情報が毎月変わり、要望のスピー

ドへ追従できなかった

分析・予測の高度化
• 一般的な手法だけでは精度が上がらない

会議体の定義を変える（報告の場から議論の場へ）
• 表面的なツール変化だけでは“やり方”は変わらない
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富士通社におけるFP&A導入プロセス（成果）
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データの利活用を進めることにで、FP&A機能も並行して強化出来ている状態。経営者・ビ
ジネスプロデューサーからもポジティブな評価が得られ、より好循環で変革が進む状態

富士通社へのインタビュー・提供資料よりPwCにて作成

FP&A導入後の状況（2024年時点）

FP&Aの基礎的な機能は一通り揃ってきており、グローバルでのOne ERPの導入により、より
機能強化が進む見通し

業務変革の効果として、集計作業からの解放が実現
• ツール上で集計レポートを共有することで、報告資料の作成・提出という作業が不要に
• 様々な部門からEXCELで提供してもらうデータをツール上で自動集計することで、データ提
出の待機時間が短縮等

経営層・社内の声

• 経営者A

顧客先で実際にFP&Aに取り組んでいる社員が社内で実践していること
を語るのは価値がある。先方の社長にとても感謝された。 ファイナンス
部門の人も積極的に連れていくべき。

• 経営者B

売上や損益リスクの状況が可視化できるようになったことは大きな成果
で評価できる。 AIも含めてデータ利活用 をどんどん進めてほしい。

• ビジネスプロデューサーC

「現場を作業から解放して、よりお客様に向ける」という言葉は、本当に
現場でも実感できるレベルになっていると思う 。最近、 富士通の経理財
務の取り組みは2～3歩ほど先にいっている と感じることが多く、ファイナ
ンス部門のおかげ。

• ビジネスプロデューサーD

FP&Aの取り組みは大変興味深い。 富士通で働いていてよかった 。関
係メンバーも含めて情報交換の場を持たせてほしい。

図表3-14 出典：富士通社提供資料



www.pwc.com/jp

Thank you

© 2025 PwC Consulting LLC. All rights reserved.

PwC refers to the PwC network member firms and/or their specified subsidiaries in Japan,  and may sometimes refer to the PwC network. Each of such firms and 

subsidiaries is a separate legal entity. Please see www.pwc.com/structure for further details.



（様式２）

報告書の題名：

委託事業名：

受注事業者名：PwCコンサルティング合同会社

頁 図表番号
4 図表1-1

18 図表3-1

19 図表3-2

19 図表3-3

20 図表3-4

22 図表3-5

22 図表3-6

22 図表3-7

24 図表3-8

24 図表3-9

25 図表3-10

26 図表3-11

26 図表3-12

27 図表3-13

29 図表3-14

富士通社：組織図

富士通社：ファイナンス部門のビジョン

富士通社：ファイナンス部門の提供価値

富士通社：データドリブンについて

オムロン社：組織図

オムロン社：サイニック理論

オムロン社：2010年代における事業ポートフォリオの見直し

二次利用未承諾リスト

富士通社：目指す姿①

富士通社：目指す姿②

富士通社：FP&A導入に向けた取組テーマ

富士通社：FP&A導入後の状況

富士通社：FP&A Oeganizationについて（Why-how-what）

富士通社：FP&A Oeganizationについて（5つのTips）

オムロン社：ROIC逆ツリー展開

タイトル
2024年 経産省）グローバル競争力強化に向けたCX研究会報告書（抜

令和６年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業

(グローバル競争力強化に向けたコーポレート・トランスフォーメーショ

ンの深堀及び普及促進に関する調査)報告書

令和６年度内外一体の経済成長戦略構築にかかる国際経済調査事業

(グローバル競争力強化に向けたコーポレート・トランスフォーメーショ

ンの深堀及び普及促進に関する調査)




